
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

多治見市 水道事業 － －

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 （水道事業）広域化等

平成実施済 ●
経営統合

施設の
共同設置・利用

県の調整池、可児市及び当市の
配水池の３つの施設を一体で整備
し、維持管理を共同で実施できる
ようにした。併せて可児市の一部
を当市の給水区域に編入した。

 ●
25 4 1施設管理の

共同化
管理の一体化

日

百万円(年)

年数が経過しているため、効果額の把握は困難

検討中

実施予定   年 月

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

多治見市 病院事業 － －

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ●

市民病院の常勤医師の不足が
深刻化し、地域に必要な医療
の提供が困難な状態となった
ため、経営形態の見直しを行
い、平成22年度に指定管理者
制度を導入した。指定管理移
行後は、民間のノウハウを活か
した運営により、医師・看護師
数の増加とともに入院・外来患
者が増加し、経営が改善されて
きている。

代行制 利用料金制

実施予定

平成

 ● 22 4 1

検討中

年 月 日

1550 百万円(年) ・年間約15億円の人件費の削減
・建設改良費及び医療機器購入費を指定管理者との1/2負担と
したことにより、年間約5千万円の削減

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



団体名 業種名 事業名 施設名

多治見市 下水道事業 公共下水道 －

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

・現行の経営体制・手法で、健全な事業運営が実施できている。
・現在、下水道基本計画を策定中であり、その中で抜本的改革の方向性を検討予定。

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



団体名 業種名 事業名 施設名

多治見市 下水道事業 農業集落排水施設 －

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

・事業の規模が小さく、施設も比較的新しいため、抜本的な改革の検討に至らない。

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

多治見市 駐車場整備事業 － －

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ●

市が運営している駐車場・原動
機付自転車駐車場を３つのグ
ループに分けて指定管理者制
度を導入した。指定管理者の
企業努力により駐車場の売上
は安定的に推移し、指定管理
料（収入）も安定的に推移して
いる。また、近隣の民間駐車場
に応じた料金設定・サービス券
の見直しが行われ、利便性が
向上した。そのなかの１グルー
プである駅北立体駐車場は、
たじみＤＭＯが指定管理者とな
り、利益をまちづくりに還元する
しくみとなっている。さらに、指
定管理者と近隣飲食店との提
携駐車場による連携などによ
り、まちづくりにも貢献してい
る。

代行制 利用料金制

実施予定

平成

 ●
18 4 1

検討中

年 月 日

37 百万円(年) ①起債償還34百万円
②人件費2百万円
③事務費1百万円

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


